
2030年度の系統混雑に関する中長期見通し
（報告）

第92回 広域系統整備委員会
資料2

２０２５年９月２日

広域系統整備委員会 事務局



2はじめに

◼ ノンファーム型接続の導入に伴う地内系統混雑の拡大を見据え、これまで本員会において、系統混雑が供給信
頼度へ与える影響評価の前提算出や容量市場におけるノンファーム電源の参加可否の検討諸元算出等を目的
とし、系統混雑に関する中長期見通しをお示ししてきた。

◼ 今回、第3回次世代電力系統ワーキンググループ（2025年6月27日）において示された前提条件等に基づき、
2030年度の系統混雑に関する中長期見通しを算出したため、結果をご報告する。

◼ なお、報告結果の内、自然変動電源出力制御を伴う系統混雑に関する中長期見通しについては、本委員会での
ご確認結果を踏まえ、国へご報告する。

◼ また、将来の供給力・調整力への影響把握の観点から、今回算出結果を用いて、重負荷期における基幹系統の
混雑（空容量僅か含む）に関する調査を行ったため、合わせて報告する。
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5系統混雑見通し状況および混雑想定の目的

◼ コネクト&マネージの取組みにより、平常時の系統制約による出力制御を前提とした設備形成へ転換したことにより、
再生可能エネルギーの導入量は着実に拡大している。

◼ そのため、ノンファーム型接続の導入に伴う地内系統混雑の拡大を見据え、本委員会では、これまで以下の項目等
を目的とし、系統混雑に関する中長期見通しを定期的にお示ししてきた。

➢ 系統混雑が供給信頼度へ与える影響評価の前提の算出

➢ 容量市場におけるノンファーム電源の参加可否

➢ 再エネ事業者の収益性評価に資する情報の算出

➢ 発電所等の立地を非混雑系統へ誘導することによる経済合理的な設備形成



6（参考）系統混雑が供給信頼度（容量市場）へ与える影響

◼ 地内系統混雑が発生した場合、容量市場で確保された必要供給力(kW)の供出が制限されることから、需給ひっ
迫や計画停電等にいたることが懸念されている。

◼ この点、2029年度の系統混雑の見通しを踏まえ、供給信頼度へ与える影響は限定的であり、2029年度実需給
向け容量市場メインオークションへのノンファーム型接続電源の参加を制限するものではないと整理された。

出所）第97回 制度検討作業部会（2024年10月30日）資料3より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/097_03_00.pdf#page=10

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/097_03_00.pdf#page=10


7（参考）系統混雑が需給運用（需給調整市場）へ与える影響

◼ 現行の需給調整市場では、発動制限ΔkWの予見性が得られた可能な限り早いタイミングで一般送配電事業者が
非混雑系統から代替ΔkWを確保することで需給運用に必要な調整力を確保することと整理されている。

◼ そのため、2028年度まではノンファーム型接続電源の需給調整市場への参加が認められているが、現行の発動制
限ΔkWへの対応は、不特定多数の箇所で系統混雑が生じるフェーズでは、対応が難しくなることも考えられること
から、将来的なΔkW確保の在り方が検討されているところ。

出所）第2回 将来の運用容量等の在り方に関する作業会（2024年8月29日）資料4より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_2_04.pdf#page=9

出所）制度検討作業部会 第十九次中間とりまとめ（2025年3月11日）より一部抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/20250311_1.pdf#page=26

・・・

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_2_04.pdf#page=9
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/20250311_1.pdf#page=26


8（参考）再給電方式（一定の順序）による立地誘導インセンティブ

◼ 現在、地内基幹系統の混雑に対しては再給電方式（一定の順序）が導入されているが、基幹系統の混雑処理
費用は一般負担と整理されているため、制御対象である基幹系統およびローカル系統の電源に対しては基本的に
立地誘導インセンティブは働かない。

◼ ただし、ノンファーム型接続の再エネ電源のうちFIP電源は、混雑処理費用自体は一般負担となるものの、出力制御
により発電量が減少するため、電気供給量×プレミアム単価で得られるはずであったプレミアムが交付されない。

◼ このため、ノンファーム型接続の再エネ電源に対してはある程度の立地誘導インセンティブが働く。

出所）第43回 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2022年7月13日）資料2より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/043_02_00.pdf#page=43

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/043_02_00.pdf#page=43


9（参考）再給電方式（一定の順序）の出力制御順に基づく一律制御（計画変更）
による立地誘導インセンティブ

◼ ローカル系統の系統混雑に対しては、ノンファーム電源の制御は無補償で行うこととしているため、一律制御が行われ
た際には、発電契約者は、発電計画を出力制御値にあわせて変更することと整理されている。

◼ このように、混雑処理費用が特定（事業者）負担となることから、ローカル系統に連系するノンファーム電源（調
整電源除く）に対してある程度の立地誘導インセンティブが働く。

出所）第46回 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2022年11月15日）資料2より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/046_02_00.pdf#page=7

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/046_02_00.pdf#page=7


10（参考）需給調整市場における系統混雑に伴う代替ΔkWの確保

◼ 需給調整市場では、系統混雑の影響により約定したΔkW価値が発揮できない場合、代わりとなる調整力（代替
ΔkW）を確保する必要が生じる。

◼ この場合、約定ΔkW費用は特定負担、代替ΔkW費用は一般負担とする方法（下図における対応案C）が整理
されており、事業者から見れば約定ΔkW費用を受け取れないため、需給調整市場に入札する電源に対してある程
度の立地誘導インセンティブが働く。

出所）第75回 制度検討作業部会（2023年1月27日）資料4より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/075_04_00.pdf#page=14

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/075_04_00.pdf#page=14
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12系統混雑に関する中長期見通しの前提条件

◼ 2030年度の系統混雑に関する中長期見通しにおける前提条件は、第3回次世代電力系統ワーキンググループ
（2025年6月27日）でご整理いただいたとおりであり、2030年度末の電源・需要および系統構成を基本とした。

※具体的な内容については巻末資料を参照

出所）第3回 次世代電力系統ワーキンググループ（2025年6月27日）資料2-1より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/smart_power_grid_wg/pdf/003_02_01.pdf#page=15

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/smart_power_grid_wg/pdf/003_02_01.pdf#page=15


13系統混雑に関する中長期見通しの算出方法

◼ 2029年度の系統混雑に関する中長期見通しの想定より、全国大のメリットオーダーシミュレーション（以下、広域
SIM）を元にした年間8,760時間の系統混雑等の算出を基本とした。

◼ なお、上記の算出方法は、メリットオーダーにより稼働状況が左右される電源が多く連系する基幹系統※1を対象にす
ることとし、その他ローカル系統※2では、需要・発電出力の積み上げにより、年間8,760時間の算出を行った。

出所）第78回 広域系統整備委員会（2024年4月10日）資料1より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2024/files/seibi_78_01_01.pdf#page=13

※1 火力電源が連系する系統やループ系統を構成する一部ローカル系統を含む場合がある
※2 基幹系統の一部（配下に大規模火力等がない一次電圧が上位２電圧の変圧器など）を含む場合がある

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2024/files/seibi_78_01_01.pdf#page=13


14（参考）メリットオーダーシミュレーションツールの概要

出所）広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン）＜別冊（資料編）＞より抜粋
https://www.occto.or.jp/kouikikeitou/chokihoushin/files/chokihoushin_23_01_02.pdf#page=5

◼ 2029年度の系統混雑に関する中長期見通しの想定より、広域系統長期方針における費用便益評価と同様のメ
リットオーダーシミュレーションツールを使用し、8,760時間の系統状況を想定している。

https://www.occto.or.jp/kouikikeitou/chokihoushin/files/chokihoushin_23_01_02.pdf#page=5


15（参考）需要・発電出力の積み上げによる算出方法

◼ ローカル系統（広域SIMに含まれるローカル系統は除く）では、第50回系統ワーキンググループ（2024年3月
11日）にて示された既設・新設の需要や発電出力の積み上げ方法にて算出した。

◼ なお、蓄電池等の稼働状況については、広域SIM上での稼働状況を参考にした。

※ 今回報告するローカル系統の混雑想定については、業務リソースの観点から、後述する移行シナリオの広域SIMにおける蓄電池等の稼働状況を参考に、両シナリオ
（移行シナリオおよび現行シナリオ）の結果を算出している。なお、各一般送配電事業者にて今後公表するローカル系統の混雑想定のうち現行シナリオ分について
は、現行シナリオの広域SIMにおける蓄電池等の稼働状況を用いて再評価するため、差異が生じる可能性があることに留意が必要。

出所）第50回 系統ワーキンググループ（2024年3月11日）資料2より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/keito_wg/pdf/050_02_00.pdf#page=9

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/keito_wg/pdf/050_02_00.pdf#page=9


16（参考）ローカル系統に連系する電源の特徴

◼ ローカル系統の多くは放射状系統で構成されており、また、メリットオーダーの対象となる火力電源の連系が少ないこと
から、一部のローカル系統を除き※1 、需要・発電出力の積み上げにより効率的に系統混雑を算出することとした。

出所）第62回 広域系統整備委員会（2022年7月22日）資料2より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2022/files/seibi_62_02_01.pdf#page=6

※1 火力電源が連系する系統やループ系統を構成するローカル系統は広域SIMにより算出する場合がある

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2022/files/seibi_62_02_01.pdf#page=6


17系統混雑に関する中長期見通しの算出方法（シナリオ）

◼ 広域SIMを行い、将来の系統混雑を想定する上では発電単価の設定が重要な要素となるが、今回、2025年2月
に公開された発電コスト検証ワーキンググループ報告書におけるCO2対策コスト※１（火力電源からのCO2排出
量に相当する排出権を購入する費用）は、過去に公開された報告書の数値より大きく増加している。

◼ 広域SIM上では火力電源の燃種毎に発電単価（燃料費＋CO2対策コスト）を設定しているが、当該報告書を
参照して算定する2030年度の発電単価では、CO2対策コストの上昇により石炭火力の発電単価がLNG火力
（MACC・ACC）より高価となり、燃種毎のメリットオーダーが現行のメリットオーダーから変化する。一方、足元
のメリットオーダーは現行とおりとなる見通しである。

◼ 以上のことを踏まえて、2030年度の系統混雑に関する中長期見通しの算出においては、将来の可能性についてあ
らかじめ備えることを目的に、当該報告書を参照して発電単価を設定する「移行シナリオ」と、昨年度の本委員会で
の算定に用いた発電単価を設定する「現行シナリオ」の２つのシナリオにて、広域SIMを実施した。

※1 CO2対策コストの基本的な考え方については以下の資料を参照
発電コスト検証ワーキンググループ報告書（2025年）資料1 100～101ページ
https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/mitoshi/cost_wg/pdf/cost_wg_20250206_01.pdf#page=100

https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/mitoshi/cost_wg/pdf/cost_wg_20250206_01.pdf#page=100


18（参考）火力発電所の発電単価（燃料費＋CO2対策コスト）

◼ 広域SIMの２つのシナリオにおける発電単価の差異は下図のとおり。
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：2030年度混雑見通し（現行シナリオ）



19（参考）長期展望レビューにおける発電単価について

◼ 第89回本委員会において、長期展望レビューにおける発電単価（燃料費＋CO2対策コスト）についても、メリット
オーダーが変更することを報告している。但し、本中長期見通しとは想定断面が異なることにご留意いただきたい。

出所）第89回 広域系統整備委員会（2025年5月30日）資料2より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2025/files/seibi_89_02_01.pdf#page=32

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2025/files/seibi_89_02_01.pdf#page=32
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21算出結果における留意事項

◼ 今回報告する「2030年度における系統混雑に関する中長期見通し」では、下記の点にご留意いただきたい。

（共通）

➢ 今回の見通しは、第3回次世代電力系統ワーキンググループ（2025年6月27日）で整理された前提条件等
に基づき試算されたものであり、今後の電源稼働状況や系統運用状況の変化、カーボンプライシングの導入状
況、将来導入される制度等によっては、系統混雑の見通しは変わり得、本試算結果が2030年度における絶
対的な見通しではない。

➢ 一般送配電事業者が公表する「空容量」および「予想潮流」は、「電源接続や設備形成の検討における前提条
件（送配電等業務指針第62条）としての想定潮流の合理化の考え方について」（以下、想定潮流合理化ガ
イドライン）に基づき算出されたものであり、前提条件や算出方法が異なる。

（基幹系統※1の算出結果）

➢ ローカル系統における混雑処理結果を考慮していないことから、ローカル系統から基幹系統へ突き上がる潮流を多
めに見積もっているため、過大な評価となる可能性がある。

➢ 広域SIM上、供給電力と電力需要とは等しくなり、再生可能エネルギーの上振れや需要の下振れといった要素は
考慮されていない。

※1 火力電源が連系する系統やループ系統を構成する一部ローカル系統を含む場合、基幹系統の一部
（配下に大規模火力等がない一次電圧が上位２電圧の変圧器など）を除く場合がある



222030年度における系統混雑想定結果（ ① 混雑設備数 ）

◼ 2030年度における系統混雑想定の特徴は以下のとおり。
➢ 昨年度想定と現行・移行シナリオを比較すると、再エネ導入拡大※により、主に東地域にてローカル系統混雑が進展。
➢ 昨年度想定と現行・移行シナリオを比較すると、全国の基幹系統の混雑設備数は昨年度と同程度。

ただし、移行シナリオでは、LNG電源高稼働（石炭電源低稼働）となることに伴い、東北・東京・中部のLNG電源
が接続する基幹系統にて混雑が増加する一方、関西や中国では石炭電源低稼働により基幹系統混雑が減少。

◼ 2030年度における系統混雑想定のうち、混雑設備数は以下のとおり。 ※蓄電池含む

全国合計

基幹系統 ローカル系統 合計

混雑
設備数

28
26

109
110

137
136

総設備数
比率

2.4%
2.2%

0.9%
0.9%

1.0%
1.0%

沖縄

九州

基幹 ローカル

混雑
設備数

0
0

3
3

総設備数
比率

0.0%
0.0%

0.5%
0.5% 

基幹 ローカル

混雑
設備数

0
0

0
0

総設備数
比率

0.0%
0.0%

0.0%
0.0% 

基幹 ローカル

混雑
設備数

1
3

3
3

総設備数
比率

1.3%
4.0%

0.4%
0.4%

基幹 ローカル

混雑
設備数

0
0

3
3

総設備数
比率

0.0%
0.0%

0.5%
0.5%

四国

中国

基幹 ローカル

混雑
設備数

0
4

0
0

総設備数
比率

0.0%
2.2% 

0.0%
0.0% 

関西
基幹 ローカル

混雑
設備数

2
1

3
3

総設備数
比率

1.3%
0.6% 

0.1%
0.1%

中部

基幹 ローカル

混雑
設備数

0
0

0
0

総設備数
比率

0.0%
0.0% 

0.0%
0.0% 

北陸

基幹 ローカル※1

混雑
設備数

8
3

11
11

総設備数
比率

4.7%
1.8% 

0.8%
0.8%

東京

基幹 ローカル

混雑
設備数

4
2

33
34

総設備数
比率

3.9%
2.0%

1.6%
1.7%

東北

基幹 ローカル

混雑
設備数

13
13

53
53

総設備数
比率

10.5%
10.5%

5.6%
5.6%

北海道【凡例】

【備考】
• 混雑設備数は「空き容量マップ一覧表」の設備単位で集計。
• 基幹系統は最上位電圧から2階級（供給区域内の最上位

電圧が250kV未満のときは最上位電圧。変圧器の分類は
一次電圧による）、ローカル系統はそれ未満の電圧階級
（配電用変圧器及び配電設備を除く）。

上段 移行シナリオ
下段 現行シナリオ ※ 昨年からの増加箇所は赤字で記載

※1 2026年度に系統混雑発生の可能性あり
別途同社から公表を予定



23（参考）昨年度の想定結果（第83回広域系統整備委員会（2024年9月10日））

出所）第83回 広域系統整備委員会（2024年9月10日）資料3より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2024/files/seibi_83_03_01.pdf#page=20

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2024/files/seibi_83_03_01.pdf#page=20


242030年度における系統混雑想定結果（ ② 年間出力制御電力量他 ）

◼ 2030年度想定における年間の混雑時間および出力制御電力量（GWh）の見通しは下表のとおり。

◼ 22ページのリード文に記載するとおり、現行・移行シナリオでは、東地域を中心としてローカル系統の年間出力制御
電力量（GWh）が増加。また、移行シナリオでは、メリットオーダー変更の影響により東北・東京・中部エリアの
年間出力制御電力量（GWh）が増加し、西地域では減少方向にある。

◼ 全国の年間出力制御電力量（GWh）は、昨年度想定比で３～7倍程度であり、2030年度の全国需要電力
量（送電端）比で0.1～0.2％程度。

北海道 東北※3 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 沖縄 全国

延べ
混雑時間※1

（時間）

基幹系統
2,282
2,172

479
138

1,325
200

221
93

0
0

0
85

1
88

0
0

0
0

0
0

3,788
2,583

ローカル
系統

3,658
3,658

3,303
3,681

333
333

808
272

0
0

0
0

270
270

189
189

81
81

0
0

6,113
6,131

合計※2 4,055
3,957

3,414
3,682

1,643
533

924
345

0
0

0
85

270
356

189
189

81
81

0
0

6,724
6,366

年間
出力制御
電力量

（GWh）

基幹系統
101.7
94.0

156.9
10.6

1,479.3
3.7

67.9
6.6

0.0
0.0

0.0
8.1

0.0
10.1

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

1,805.8
133.2

ローカル
系統

92.1
92.1

184.4
655.4

45.6
45.6

24.1
5.0

0.0
0.0

0.0
0.0

0.4
0.4

1.1
1.1

0.3
0.3

0.0
0.0

348.1
800.0

合計
193.9
186.2

341.3
666.0

1,524.9
49.4

92.0
11.6

0.0
0.0

0.0
8.1

0.4
10.5

1.1
1.1

0.3
0.3

0.0
0.0

2,153.9
933.2

※1 全国あるいはエリアにおいて、系統制約による出力制御が発生している時間の合計値
※2 基幹・ローカル系統で同時に系統混雑が発生している時間は1時間とするため、必ずしも基幹系統とローカル系統の延べ混雑時間とならない
※3 東北エリアは、系統混雑時の出力制御を条件とした基幹系統増強工事完工前の連系（早期連系）による洋上風力等の増加に伴う混雑を含む

【凡例】 上段 移行シナリオ
下段 現行シナリオ ※ 昨年からの増加箇所は赤字で記載

参考：再給電電力量（基幹系統分）の上げ下げ値差を2円/kWhと仮定した場合、全国で3～36億円/年 程度の再給電費用が必要



25（参考）昨年度の想定結果（第83回広域系統整備委員会（2024年9月10日））

出所）第83回 広域系統整備委員会（2024年9月10日）資料3より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2024/files/seibi_83_03_01.pdf#page=24

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2024/files/seibi_83_03_01.pdf#page=24


26（参考）再給電電力量の見通しを踏まえた当面の再給電の費用負担の整理

出所）第60回 制度設計専門会合（2021年4月27日）資料6より抜粋
https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/060_06_01.pdf#page=14

https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/060_06_01.pdf#page=14


27（参考）今後の市場主導型への移行等について

出所）第32回 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2021年5月12日）資料3より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/032_03_00.pdf#page=13

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/032_03_00.pdf#page=13


282030年度における系統混雑想定結果（ ③特定断面における出力制御電力）

◼ 2030年度想定における特定断面における出力制御電力（kW：昼間ピーク/点灯帯）の見通しは下表のとおり。

◼ ピーク需要断面における出力制御は、メリットオーダー変更や2030年度断面の電源考慮により、シナリオ毎に
2～13万kW程度であり、昨年度よりやや減少。

◼ 点灯時間帯（16:00～20:00）の最大出力制御電力は、太陽光を除く再エネ（蓄電池を含む）の連系進展
やメリットオーダー変更により、シナリオ毎に90～150万kW程度となり、昨年度より増加。

◼ これら出力制御電力は、2030年度の全国最大需要電力（送電端）比で0.01～0.90％程度。

※1 全国総需要（沖縄除く）の最大需要を上位から3日選択し、各日の出力制御量（万kW）を平均した値
※2 点灯時間帯における最大出力制御量を上位から3日選択し、各日の出力制御量（万kW）を平均した値
※3 東北エリアは、系統混雑時の出力制御を条件とした基幹系統増強工事完工前の連系（早期連系）による洋上風力等の増加に伴う混雑を含む

エリア 北海道 東北※3 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 沖縄 全国

ピーク需要における
出力制御電力※1

（万kW）

1.5
1.5

0.1
1.2

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
10.2

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

1.6
12.9

混雑系統
内訳

基幹
0.5
0.4

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
10.2

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

0.5
10.7

ローカル
1.0
1.0

0.1
1.2

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

1.1
2.2

点灯帯の
最大出力制御電力※2

（万kW）

0.0
5.3

146.3
88.2

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

146.3
93.5

混雑系統
内訳

基幹
0.0
0.2

140.6
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

140.6
0.2

ローカル
0.0
5.1

5.7
88.2

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

5.7
93.3

【凡例】 上段 移行シナリオ
下段 現行シナリオ ※ 昨年からの増加箇所は赤字で記載



29（参考）昨年度の想定結果（第83回広域系統整備委員会（2024年9月10日））

出所）第83回 広域系統整備委員会（2024年9月10日）資料3より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2024/files/seibi_83_03_01.pdf#page=27

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2024/files/seibi_83_03_01.pdf#page=27


302030年度時点における系統混雑想定結果（ ④ 年間の最大出力制御電力 ）

◼ 2030年度想定における年間の最大出力制御電力（万kW）の見通しは下表のとおり。

◼ 移行シナリオでは、メリットオーダー変更の影響等により東京エリアにて、出力制御電力が大幅に増加となる。

◼ 再エネの連系進展により、東エリアの年間最大出力制御電力は、シナリオによっては2030年度のエリアH3需要比で
10%以上となる見込み。

エリア 北海道 東北※3 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 沖縄

エリア別
年間最大出力
制御電力※1

（万kW）

基幹
40.6
42.0

156.4
55.9

812.6
7.7

94.6
22.4

0.0
0.0

0.0
47.0

0.3
50.9

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

基幹＋
ローカル

55.7
59.0

161.8
91.4

812.6
62.2

97.4
25.8

0.0
0.0

0.0
47.0

1.1
50.9

2.5
2.5

1.3
1.3

0.0
0.0

H3需要比※2

（％）

基幹
7.5
7.8

11.4
4.1

14.1
0.1

4.1
1.0

0.0
0.0

0.0
1.7

0.0
4.8

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

基幹＋
ローカル

10.3
10.9

11.8
6.6

14.1
1.1

4.2
1.1

0.0
0.0

0.0
1.7

0.1
4.8

0.6
0.6

0.1
0.1

0.0
0.0

※1 エリアの出力制御量が最大となる断面を上位から3日選択し、各日の出力制御量（万kW）を平均した値
※2 2030年度におけるエリアの最大3日平均電力（H3需要）に占める最大出力制御量（※1）の割合
※3 東北エリアは、系統混雑時の出力制御を条件とした基幹系統増強工事完工前の連系（早期連系）による洋上風力等の増加に伴う混雑を含む

【凡例】 上段 移行シナリオ
下段 現行シナリオ ※ 昨年からの増加箇所は赤字で記載



31（参考）昨年度の想定結果（第83回広域系統整備委員会（2024年9月10日））

出所）第83回 広域系統整備委員会（2024年9月10日）資料3より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2024/files/seibi_83_03_01.pdf#page=29

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2024/files/seibi_83_03_01.pdf#page=29


32系統制約による自然変動電源の出力制御の中長期見通し

◼ 基幹系統の多くは火力や調整電源等による潮流が支配的であるため、大半のエリアで自然変動電源の出力制御に
至るような系統混雑は確認されなかった。一方で、再エネによる潮流が支配的な一部の基幹系統やローカル系統
では、ノンファーム型接続の自然変動電源の出力制御に至ることを確認した。

◼ 自然変動電源の出力制御は、主に東地域にて増加傾向にある。また、各シナリオにおける出力制御電力量（万
kWh）の全国合計値は、昨年度の３倍程度となる。

エリア 北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 沖縄 全国

混雑
設備数※1

基幹系統 10 2 0 0 0 0 1 0 0 0 13

ローカル系統 40 23 7 2 0 0 3 3 3 0 81

合計 50 25 7 2 0 0 4 3 3 0 94

最大出力制御
電力※2 （万kW）

60.7
59.6

90.4
92.4

30.1
30.1

0.8
0.8

0.0
0.0

0.0
0.0

1.3
1.3

2.7
2.7

1.7
1.7

0.0
0.0

93.4
109.2

出力制御電力量 （万kWh）
15,047
13,717

10,796
10,860

2,252
2,252

13
13

0
0

0
0

40
39

109
109

31
31

0
0

28,287
27,021

出力制御時間※3 （時間）
2,558
2,455

2,104
2,101

258
258

55
55

0
0

0
0

270
270

189
189

81
81

0
0

3,794
3,726

※2 全国あるいはエリアにおいて、各時間の出力制御量を合成した値の年間最大値（混雑設備毎の出力制御量を合計したものではない）

※3 全国あるいはエリアにおいて、系統制約による出力制御が発生している時間の合計値

※1 混雑設備数については業務リソースの観点から、移行シナリオのみ集計

【凡例】 上段 移行シナリオ
下段 現行シナリオ ※ 昨年からの増加箇所は赤字で記載



33（参考）昨年度の想定結果（第83回広域系統整備委員会（2024年9月10日））

出所）第83回 広域系統整備委員会（2024年9月10日）資料3より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2024/files/seibi_83_03_01.pdf#page=30

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2024/files/seibi_83_03_01.pdf#page=30


34（参考）火力発電所の設備量分布

◼ 2030年度末時点における火力発電所の設備量を燃種別に集計した結果は下表のとおり。

◼ 移行シナリオにおいて発電単価が安価となる、LNG火力（MACC・ACC）の設備量に注目した場合、一部のエリア
でその大宗を占めている点が特徴的といえる。

燃 種
発電単価 [円/kWh]

移行シナリオ 現行シナリオ

石炭

IGCC 16.5 ③ 9.1 ①

USC 18.9 ⑤ 10.4 ②

SC 20.3 ⑦ 11.2 ③

SUB-C 20.9 ⑧ 11.5 ④

石油 33.0 ⑨ 27.8 ⑨

燃 種
発電単価 [円/kWh]

移行シナリオ 現行シナリオ

LNG

MACC 14.0 ① 13.0 ⑤

ACC 14.6 ② 13.4 ⑥

CC 17.0 ④ 15.7 ⑦

Conv 19.7 ⑥ 18.3 ⑧

〔発電単価〕

○：昇順

燃 種 北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州

LNG

MACC

ACC

CC

Conv

石炭

IGCC

USC

SC

SUB-C

石油



35（参考）連系線潮流についての影響比較

◼ 連系線の潮流状況（8760時間分の潮流を昇順に並べたもの）は下図のとおり。

◼ 各シナリオで潮流状況に違いがみられる要因として、火力発電所の稼働率の変化によるものが大きいと考えられる。

単位：MW

・連系線潮流の横軸は、8760時間分の潮流を昇順に並べたもの
・昨年度算定との違いの要因の１つとして、原子力発電所の稼働台数増があげられる

【凡例】
：2029年度混雑見通し
：2030年度混雑見通し（移行シナリオ）
：2030年度混雑見通し（現行シナリオ）

中長期混雑見通しおける連系線潮流状況 北海道本州間

-1,500

0

1,500

北海道向き

本州向き

東北東京間

-12,000

0

12,000

東北向き

東京向き

東京中部間

-3,000

0

3,000

東京向き

中部向き

中部[関西・北陸]間

-10,000

0

10,000

中部向き

関西・北陸向き

北陸[中部・関西]間

-4,000

0

4,000

北陸向き

中部・北陸向き

関西[中部・北陸]間

-8,000

0

8,000

関西向き

中部・北陸向き

関西中国間

-6,000

0

6,000

関西向き

中国向き

[関西・中国]四国間

-6,000

0

6,000

関西・中国向き

四国向き

中国九州間

-4,000

0

4,000

中国向き

九州向き



36（参考）出力制御電力量の増大事例について

◼ 移行シナリオにおいて、LNG火力の多く連系する千葉方面では、LNG火力の高稼働化により、東京500kV系統
（500kV佐京フェンス）にて出力制御が多く生じる。

◼ なお、東京500kV系統（500kV佐京フェンス）は昨年度想定では混雑していないものの、その一部である新京葉
線の空き容量は僅か（23万kW）な箇所であった。

500kV新京葉線

・年間最大出力制御電力 約800万kW
（東京エリア 年間最大810万kW）

・年間出力制御電力量 約1,120GWh
（東京エリア 年間1,520GWh）

・年間混雑時間 約410時間
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エリア(対象設備※1)
系統混雑（空容量僅か）【夏季】※2 系統混雑（空容量僅か）【冬季】※２

移行シナリオ 現行シナリオ 移行シナリオ 現行シナリオ

北海道(  3設備) ２設備 ー 1設備 1設備

東 北 (   ー ) ー ー ー ー

東 京 (11設備) 6設備 1設備 8設備 3設備

中 部 (  1設備) 1設備 ー 1設備 ー

北 陸 (   ー ) ー ー ー ー

関 西 (  7設備) 1設備 6設備 1設備 4設備

中 国 (  4設備) 1設備 4設備 ー 4設備

四 国 (   ー ) ー ー ー ー

九 州 (   ー ) ー ー ー ー

沖 縄 (   ー ) ー ー ー ー

【中長期（2030年度）】重負荷期の基幹系統混雑（空容量僅か）の見通し

【下表調査内容の前提条件】
➢ 系統混雑あるいは空容量100万kW未満となる基幹系統における最上位電圧（500kV（北海道エリア：275kV、沖縄エリア：132kV））の送電線・変圧器・フェ

ンス（500kV送電線や500/275kV変圧器等）を前提条件とした簡易的な調査である
➢ フェンス潮流で運用容量を管理している箇所についても1設備として集計
➢ 混雑（空容量僅かな）系統であるものの、運用上の対策により、後述する需給運用の影響が生じないと考えられる系統は除外

◼ 将来の供給力・調整力への影響把握の観点から「2030年度の系統混雑に関する中長期見通し」の算出結果を用
いて、夏季および冬季の昼間帯・点灯帯で系統混雑あるいは空容量100万kW未満となる基幹系統を一般送配
電事業者の協力を得て調査した。

◼ 下表の通り、複数のエリアで夏季・冬季昼間帯を中心に混雑（空容量僅かな）系統が確認された。なお、混雑設備
については、再給電方式により混雑が解消できることを確認した。
（昨年度の調査では、基幹系（最上位電圧送電線＋東北北海道の一部変圧器）のうちループ系統のみを対象としていたことに

対し、今年度は調査対象を最上位電圧設備（変圧器含む）としていることから調査対象設備数が増えていることに留意が必要。）

※２ 各シナリオごとで設備数を計上。※1 対象となる設備数を記載。移行シナリオと現行シナリオにおいて同一の設備であれば、１設備を計上。



39夏季における重負荷期の基幹系統混雑発生箇所と空容量僅かな設備(抜粋)

◼ 夏季における混雑量が発生箇所と、空き容量が僅かな設備を抜粋して示すと、下記のとおり。

出所）広域機関HP「2025年度供給計画の取りまとめ」（2025年3月28日）（一部加工）
https://www.occto.or.jp/kyoukei/torimatome/250328_kyokyukeikaku_torimatome.html

①

②

③ ④

⑤

⑥
⑦⑨

※500kV中国中幹線、500kV新広島幹線

⑧

項
目

№ エリア 設備名称 空き容量
(混雑の場合▲標記)

昼間
点灯

移
行
シ
ナ
リ
オ

① 東京 500kV房総１U ▲5万kW

昼間

②
北海道

北新得
275/187kV連変

1万kW

③
大野

275/187kV連変
1万kW

④
東京

500kV新秩父線 41万ｋW

⑤ 500kV新新田線 64万kW

現
行
シ
ナ
リ
オ

⑥
関西

500kV新綾部線 ▲31万kW

⑦ 500kV北河内線 ▲31万kW

⑧ 東京
500kV福島幹線

（新古河～新茂木）
11万ｋW

⑨ 中国 500kVDフェンス※ 21万ｋW

⑩ 東京
500kV福島幹線

（新古河～新茂木）
38万ｋW 点灯

⑩



40冬季における重負荷期の基幹系統混雑発生箇所と空容量僅かな設備(抜粋)

◼ 冬季における混雑量が発生箇所と、空き容量が僅かな設備を抜粋して示すと、下記のとおり。

出所）広域機関HP「2025年度供給計画の取りまとめ」（2025年3月28日）（一部加工）
https://www.occto.or.jp/kyoukei/torimatome/250328_kyokyukeikaku_torimatome.html

④

③

⑥

⑦
⑩

②

項
目

№ エリア 設備名称 空き容量
(混雑の場合▲標記)

昼間
点灯

移
行
シ
ナ
リ
オ

①
東京

500kV房総１U ▲37万kW

昼間

②
500kV新京葉線

（新京葉～分岐）
▲21万kW

③ 北海道
西当別

275/187kV連変
7万kW

④
東京

500kV福島幹線
（新古河～新茂木）

11万kW

⑤
500kV新京葉線

（分岐～新古河）
35万kW

現
行
シ
ナ
リ
オ

⑥ 関西 500kV丹波線 ▲66万kW

⑦ 中国
500kV,220kV

Cフェンス※1 ▲58万kW

⑧ 北海道
西当別

275/187kV連変
2万kW

⑨ 中国
500kV,220KV

Aフェンス※2 12万kW

⑩ 東京
500kV福島幹線

（新古河～新茂木）
17万kW 点灯

※1 500kV 中国中幹線、500kV新西広島幹線、220kV新広島連絡線
※2 500KV 中国西幹線、500kV新山口幹線、220kV山口幹線

①
⑤

⑩

⑧



41（参考）昨年度の想定結果（第86回広域系統整備委員会（2025年1月15日））

出所）第86回 広域系統整備委員会（2025年1月15日）資料2より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2024/files/seibi_86_02_01.pdf#page=16

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2024/files/seibi_86_02_01.pdf#page=16
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送電線
No.

送電線名
電圧

（kV）
回線数

最大混雑
（MW）

混雑電力量
（MWh）

混雑率
（%）

混雑時間
（時間）

電源種別
最大出力制御

（MW）
出力制御量
（MWh）

出力制御率
（%）

出力制御時間
（時間）

99
●●●線

（AA～BB）
275 2 100 3,000 1.248 80 

①②③計 20 1,600 7.000 80 

④ ―― ―― ―― ――

⑤_PV 40 1,200 2.000 30 

⑤_WF 10 200 5.000 20 

⑥ ―― ―― ―― ――

混雑設備における系統混雑に関する中長期見通しの公表内容

◼ 混雑設備毎の算出結果および系統図を各一般送配電事業者にて公表する（参考資料1～7）。
ただし、業務リソースの観点から、本委員会では移行シナリオの結果についての報告とする。

最大混雑（MW）：混雑電力（MW）の年間最大値
混雑電力量（MWh）：混雑電力（MW）の年間積分値
混雑率（％）：「系統制約による混雑がなかった場合に当該設備に流れる電力量（MWh）」に占める「混雑電力量（MWh）」の割合
混雑時間（時間）：混雑が発生している時間
最大出力制御（MW）：出力制御電力（MW）の年間最大値
出力制御量（MWh）：出力制御電力（MW）の年間積分値
出力制御率（％）：「系統制約による出力制御がなかった場合の発電電力量（MWh）」に占める「出力制御量（MWh）」の割合
出力制御時間（時間）：出力制御が発生している時間

◼ なお、電源の出力制御には、系統制約に加えて需給バランス制約によるものもあるため、留意が必要である。

(送電線の記載例)

現行の混雑管理ルールにおける出力制御順

① 調整電源

② ノンファーム電源（火力電源、電力貯蔵システム 等）

③ ファーム電源 （火力電源、電力貯蔵システム 等）

④ ノンファーム電源（専焼・地域資源バイオ 等）

⑤ ノンファーム電源（太陽光（PV）、風力（WF））

⑥ ノンファーム電源（長期固定電源、その他バイオ）

現行の混雑管理における出力制御順（下表）の電源区分を参考に
出力制御に関する情報を細分化

(系統混雑状況のマッピング例)

AA

BB

送電線No.99

●●●線

出力制御電源毎に色を分け
①・②・③：青色 , ④：緑色

⑤：赤色 , ⑥：



44系統混雑に関する中長期見通しの情報公表

◼ 参考資料1～7の混雑設備毎の詳細情報については、本委員会以降、一般送配電事業者にてHP公表することと
し、準備の整ったエリアから移行シナリオに加えて現行シナリオ分について適宜公表する。

◼ なお、2030年度に系統混雑の見通しがなかったエリアにおいても、その旨の情報を公表する。

【ホームページ掲載先】

北海道電力ネットワーク ： https://www.hepco.co.jp/network/con_service/public_document/bid_info.html

東北電力ネットワーク ： https://nw.tohoku-epco.co.jp/consignment/system/demand/

東京電力パワーグリッド ： https://www.tepco.co.jp/pg/consignment/system/

中部電力パワーグリッド ： https://powergrid.chuden.co.jp/goannai/hatsuden_kouri/takuso_kyokyu/rule/

北陸電力送配電 ： https://www.rikuden.co.jp/nw_notification/U_154seiyaku.html

関西電力送配電 ： https://www.kansai-td.co.jp/consignment/disclosure/distribution-equipment/index.html

中国電力ネットワーク ： https://www.energia.co.jp/nw/service/retailer/keitou/access/

四国電力送配電 ： https://www.yonden.co.jp/nw/line_access/index.html

九州電力送配電 ： https://www.kyuden.co.jp/td_service_wheeling_rule-document_disclosure.html

沖縄電力 ： https://www.okiden.co.jp/business-support/service/juyo-and-sohaiden/index.html

https://www.hepco.co.jp/network/con_service/public_document/bid_info.html
https://nw.tohoku-epco.co.jp/consignment/system/demand/
https://www.tepco.co.jp/pg/consignment/system/
https://powergrid.chuden.co.jp/goannai/hatsuden_kouri/takuso_kyokyu/rule/
https://www.rikuden.co.jp/nw_notification/U_154seiyaku.html
https://www.kansai-td.co.jp/consignment/disclosure/distribution-equipment/index.html
https://www.energia.co.jp/nw/service/retailer/keitou/access/
https://www.yonden.co.jp/nw/line_access/index.html
https://www.kyuden.co.jp/td_service_wheeling_rule-document_disclosure.html
https://www.okiden.co.jp/business-support/service/juyo-and-sohaiden/index.html
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（Step1）混雑管理ルールにおける出力制御順の確認 （Step2）連系系統（送電線・変電所名）の確認

• 現行の混雑管理ルールにおける出力制御順を確認（広域機
関HP「かいせつ電力ネットワーク」参照）

• 一般送配電事業者との給電申合書や空容量マップ等を参考
に上位も含めた連系系統を確認

（Step3）連系系統の混雑状況の確認（連系系統）

• 一般送配電事業者が公表する系統混雑に関する中長期見通し結果から、連系される送変電設備の混雑状況を確認※

（参考）発電事業者による中長期的な出力制御率の確認例

◼ 発電事業者は、各一般送配電事業者が公表する情報で自らが連系する（あるいは連系予定の）送配電設備の
混雑見通しを確認することで、2030年度の出力制御率の見通し※を把握することが可能。

発電事業者における出力制御見通しの確認方法の一例（ノンファーム型接続の太陽光発電所）

G

発電所
（Step1⑤）

A変電所
B変電所

AA線

電源線

BB線

CC線

DD線

AA線の系統混雑では、年間2%程
度の出力制御の見通し

CC線の系統混雑では、自然変動電
源の出力制御見通しはない

※ 連系系統の複数設備で系統混雑が発生している場合には、次頁の考え方の一例を参考に出力制御量を確認する必要がある

https://www.occto.or.jp/grid/index.html
https://www.occto.or.jp/access/link/mapping.html
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ループ系統の混雑箇所が単一設備の場合 ループ系統の混雑箇所が複数設備の場合

事業者Aの出力制御率：13 %/年（＝3+5+5） 事業者Aの出力制御率：20 %/年（=3+5+12）

（参考）複数設備で出力制御見通しがある場合の出力制御率の確認方法の一例

◼ 連系系統の複数設備で系統混雑が発生する場合における出力制御率の確認方法の一例は下表のとおり。

ループ系統の混雑箇所が単一設備の場合：放射状系統と合わせて、各出力制御率を加算したもの

ループ系統の混雑箇所が複数設備の場合：潮流方向に対して直列する送電線は、出力制御率の大きいものを放射系統のそれに加算する。

複数の潮流ルートが存在する場合には、出力制御率が最大となるものを放射系統のそれに加算する。

G

需要

A線【ループ】
出力制御率：5%

ループ系統

AA線【放射】
出力制御率：5%

AA変電所【放射】
出力制御率：3%

G

事業者A

100%

87%

▲13%

G

需要

AA線【放射】
出力制御率：5%

AA変電所【放射】
出力制御率：3%

G

事業者A

100%

80%

▲20%

A線【ループ】
出力制御率：5%

B線【ループ】
出力制御率：10%C線【ループ】

出力制御率：12%

潮流方向に対して直列する送
電線のため、出力制御率の大
きい（B線：10%）とみる

>



47（参考）現行の混雑管理ル―ルにおける出力制御順

出所）広域機関HP「系統の接続および利用ルールについて ～ノンファーム型接続～」より抜粋
https://www.occto.or.jp/grid/business/documents/NF_setsuzokuriyou_20250401.pdf#page=40

https://www.occto.or.jp/grid/business/documents/NF_setsuzokuriyou_20250401.pdf#page=40
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49まとめ

◼ 系統混雑に関する中長期見通しについて、2030年度断面を対象に算出を行った。また、算出にあたり、「移行シナ
リオ」および「現行シナリオ」の２つのシナリオにて実施した。

◼ 混雑設備数については2029年度想定時の約60設備から約140設備と増加しており、特にローカル系統の増加数
が顕著であることから、再エネ導入拡大の影響がうかがえる。

◼ 年間出力制御電力量については2029年度想定時から3～7倍程度増加し、その内、基幹系統における再給電電
力量は約130～1800GWhの見通しであり、特に火力電源の発電単価の変化による影響が大きいことから、火
力電源メリットオーダーの変更について注視していくことが重要。

◼ なお、第32回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会において示されているとおり、再給
電はあくまでも暫定的な措置であり、できるだけ速やかに市場主導型に移行するよう検討を進めることも重要。

◼ また、全国のピーク需要断面では最大で約2～13万kW（全国最大需要の約0.01～0.08%）、足元で予備率最小
となる点灯時間帯（16:00～20:00）では最大で約150万kW（全国最大需要の約0.90%）であること、各エリア
の最大出力制御量が一部のエリアでH3需要比の10%を超えることや、供給力・調整力への影響把握の観点から重負
荷期に混雑または空き容量が僅かとなる箇所についても抽出・把握も行った。

◼ 今回報告した2030年度の系統混雑に伴う出力制御見通しを踏まえ、当該系統混雑が供給信頼度へ与える影
響や容量市場における混雑系統の電源の扱い、需給調整市場におけるΔkW確保の在り方等について、国の審
議会および関連の委員会等と連携し検討を進めていく（自然変動電源出力制御に関する情報も国に連携）。



50

以下、参考資料



51広域大のメリットオーダーシミュレーションの前提条件（１／４）

項 目 設定内容

需 要

◼ 想定需要（1時間値）をエリア内の各母線へ配賦（配賦比率：配賦先の母線ピーク需要／エリアピーク需要）。

◼ 想定需要は、エリア毎の2024年度需実績（1時間値）を「2025年度需要想定※1における2030年度の需
要電力量合計（送電端）・最大需要電力（送電端）」となるよう補正した値とする。

電
源
構
成

再エネ

◼ 想定発電量（1時間値）をエリア内の各母線へ配賦（配賦比率：配賦先の母線設備量／エリア内設備量）。

◼ 想定発電量は、各一般送配電事業者が公表する2024年度の燃種毎の供給実績（1時間値）に設備量
比率（2030年度末想定設備量／2024年度設備量）を乗じたものとする。

◼ 想定設備量は、連系済み電源＋2030年度末までに運開予定の契約申込済み電源等※2とする。

火 力

◼ 2025年度供給計画にて2030年度末までに運用開始を予定している電源および契約申込済の電源を想定
（2030年度中に長期計画停止の電源は非稼働で想定）。

◼ 稼働率、所内率、最低出力、起動費、起動停止時間、燃料費等を燃種単位で設定し、広域メリットオーダー
シミュレーションにおける最適化計算の結果として起動停止も含めて発電出力を算出。

◼ 発電単価は、2025年の発電コスト検証ワーキンググループを参照し、燃種単位で設定。

原子力

◼ 再稼働実績があるユニット、および具体的な再稼働時期や再稼働見通しが示され、2030年度末までに再稼
働を予定しているユニット計17基について稼働想定。

◼ 設備利用率は、震災前過去30年間の設備平均利用率（72.8%）を設定。

◼ 所内率を考慮した最大出力にて、年間を通してマストラン運転とする。

揚水・
蓄電池

◼ 2025年度供給計画にて2030年度末までに運用開始を予定している電源および契約申込済の電源を想定。

◼ 週間単位で上池水量を4割に戻す条件のもと、広域メリットオーダーシミュレーションにおける最適化計算の結果
として揚水（充電）出力・発電（揚水）出力を算出。

※2 高・低圧の場合、対策工事や発電所建設に要する期間が特別高圧に比べて短いため、接続契約申込状況からの見通しよりも、地点の推移より想定することの方が
蓋然性が高いと考えられるため、過去3年間の導入実績の平均値×年数分で加算

※1 電力広域的運営推進機関 「2025年度 全国及び供給区域ごとの需要想定について（2025年1月22日）」より



52広域大のメリットオーダーシミュレーションの前提条件（２／４）

発電種別 出力計算式 所内率 出力範囲

再エネ

太陽光 時間毎の固定値[MW]（+出力抑制分 該当断面） ー ー

風力 時間毎の固定値[MW]（+出力抑制分 該当断面） ー ー

バイオマス 時間毎の固定値[MW]（+出力抑制分 該当断面） ー ー

一般水力（揚水除く） 時間毎の固定値[MW] ー ー

地熱 時間毎の固定値[MW] ー ー

火力

石炭
（IGCC, USC, SC SUB-C）

ユニット毎設備量＊（1－所内率）＊稼働率＊出力範囲

5.6%※1 0, 30～100%※3

LNG
（MACC, ACC, CC）

2.2%※1

0, 20～100%※3

LNG（Conv）
4.8%※1

石油 0, 30～100％※3

原子力 ーー ユニット毎設備量＊（1－所内率）＊稼働率＊出力範囲 4.0%※1 0, 100%

揚水・
蓄電池

揚水
ユニット毎設備量＊（1－所内率）＊出力範囲 0.4%※2

-100%（充電）～100%（放電）
※充放電効率（揚水） ：70%※4

※充放電効率（蓄電池）：90％※5蓄電池

※1 発電コスト検証ワーキンググループ報告書（2025年）における「各電源の諸元一覧」より
※2 発電コスト検証ワーキンググループ報告書（2021年）における「各電源の諸元一覧」より
※3 「再生可能エネルギー技術報告書（第2版）」（NEDO）より
※4 2022年3月の東日本における電力需給ひっ迫に係る検証取りまとめ（2022年7月）より
※5 第2回 定置用蓄電システム普及拡大検討会（2020年12月10日）資料4より



53広域大のメリットオーダーシミュレーションの前提条件（３／４）

燃 種
燃料費＋CO2対策コスト
単価 [円/kWh]※1,2

変化率制約 調整力供出能力 起動費[円]※3
（設備容量[MW]）

起動停止時間※4 一日あたりの
起動回数上限※4

IGCC
移行シナリオ：16.5
現行シナリオ： 9.1

制約なし

（稼働時出力－最低出力）
を下げ代，

（最大出力－稼働時出力）
を上げ代として

それぞれ拠出可能とする

設備容量×13,000 8時間 1回

USC
移行シナリオ：18.9
現行シナリオ：10.4

SC
移行シナリオ：20.3
現行シナリオ：11.2

SUB-C
移行シナリオ：20.9
現行シナリオ：11.5

MACC
移行シナリオ：14.0
現行シナリオ：13.0

設備容量×1,000
＋1,000

4時間 2回ACC
移行シナリオ：14.6
現行シナリオ：13.4

CC
移行シナリオ：17.0
現行シナリオ：15.7

Conv
移行シナリオ：19.7
現行シナリオ：18.3 設備容量×5,000

8時間 1回

石油
移行シナリオ：33.0
現行シナリオ：27.8

設備容量×20,000
＋3,000

※1 移行シナリオは、発電コスト検証ワーキンググループ報告書（2025年）における発電コストレビューシートを用いて2030年度の発電コストを算出
※2 現行シナリオは、2029年度系統混雑の見通し算定に使用した発電コスト
※3 「長期エネルギー需給見通しを前提としたアデカシー確保に関する定量的評価」から設定（2016, 電力中央研究所）
※4 第38回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2019年4月19日）資料3-2より



54広域大のメリットオーダーシミュレーションの前提条件（４／４）

項 目 設定内容

調整力 ◼ 調整力として、各時間断面でエリア需要の14.9%※1分の上げ代を火力・揚水・蓄電池で確保。

連系線

◼ 2025年度供給計画における2030年度末に運用開始している下記の連系線・設備の増強計画を反映。

① 北海道本州間連系設備増強：900→1,200MW（使用開始：2028年3月）

② 東北東京間連系線（使用開始：2027年11月）

③ 東京中部間連系設備：2,100MW→3,000MW（使用開始：2027 年度）

④ 中部北陸間連系設備等（廃止（中地域交流ループ）時期：2026 年 4 月）

⑤ 中部関西間連系設備（工事の完了予定時期：2030年6月）

◼ なお、現在計画策定プロセスを進めている「中国九州間連系線」、「北海道～東北～東京間HVDC」の
増強計画は、工事完了予定時期が2030年度以降となる予定であることを踏まえ、今回の混雑想定で
は考慮しない。

◼ 地域間連系線の運用容量は、2030年度の長期運用容量を使用することを基本とする。
但し、東北東京間連系線は、第85回本委員会の内容を踏まえ個別に運用容量を設定。
また、中部関西間連系線についても、第78回本委員会の内容を踏まえ個別に運用容量を設定。

◼ 連系線マージンは、北海道本州間連系設備、東京中部間連系設備について考慮する。

※1 「第60回調整力の細分化及び広域調達の技術的検討に関する作業会（2024年2月7日）資料2」における2030年頃の需給調整市場の調整力必要量試算値



55（参考）2030年度における想定設備量

◼ 2030年度における想定設備量は、右下表のとおりであり、第50回系統ワーキンググループで示された方針等に基づ
き、算出対象年度末までに運用開始が想定される電源の導入量を反映することを基本としつつ、特定が困難な場
合等は過去実績等を用いて将来的な導入量を想定した。

出所）第50回 系統ワーキンググループ（2024年3月11日）資料2より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/keito_wg/pdf/050_02_00.pdf#page=8

2030年度混雑想定用 [万kW]

火力 13,927

原子力 1,662 ( ＋337 )

一般水力 2,228

揚水 2,668

風力 2,229

太陽光 9,442 ( ＋368 )

地熱 60

バイオ 773

蓄電池 1,230 ( ＋973 )

（対昨年度想定値。差異が大きい箇所を記載。）

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/keito_wg/pdf/050_02_00.pdf#page=8


56広域SIMによる算出方法（基幹系統および一部ローカル系統）

◼ 広域SIMでは、下位系統から混雑処理する現行制度を踏まえ、下図のステップにより、段階的に系統混雑に伴う
混雑量および出力制御量を算出（各Stepの詳細は後述のとおり）。

Step1 Step2 Step3 Step4

放射状系統の混雑想定
（混雑・出力制御量の算出）

ループ系統の混雑想定
（混雑量の算出）

ループ系統の制御量算出
（混雑設備毎の制御量の算出）

ループ系統の制御量算出
（エリア毎の制御量の算出）

【制約条件】
・連系線制約あり
・地内系統制約なし

【制約条件】
・連系線制約あり
・地内放射状系統制約あり
・その他、地内系統制約なし

【制約条件】
・連系線制約あり
・地内放射状系統制約あり
・Step2混雑系統制約あり
(混雑設備単位)
・その他、地内系統制約なし

【制約条件】
・連系線制約あり
・地内放射状系統制約あり
・Step2混雑系統制約あり
(エリア単位)

・その他、地内系統制約なし

L

G G

L

G G

L

G G

L

G G



57（参考）系統混雑発生時に混雑処理の順序

◼ 現行の出力制御ルールにおいては、下位系統から順に混雑処理を行うこと整理されていることから、前頁のとおり、下
位系統から混雑処理することを前提に系統混雑量を算出している。

出所）第48回 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2022年12月27日）資料1より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/048_01_00.pdf#page=13

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/048_01_00.pdf#page=13


58（Step1）放射状系統の混雑想定

◼ Step1では、地域間連系線のみ運用容量制約を設定した条件（所謂、前日スポット取引を簡易的に表現）にて、
広域SIMで算出した想定潮流値を参考に一般送配電事業者にて混雑想定を実施する。

◼ なお、下表のような直列設備で系統混雑が同時発生する場合、下位系統の混雑処理後の潮流状況で、上位系
統の混雑想定を実施する（混雑量や出力制御量の重複計上を防止）。

◼ また、定例的な中長期見通しの算出スケジュールの都合上、基幹・ローカル系統の算出を同時並行で実施せざるを
得なかったことから、広域SIMにおいて、ローカル系統を縮約する際には系統制約を考慮していないことに留意が必
要（基幹系統混雑結果は実需給断面よりも過酷側で評価）。

広域SIM算出結果（A・B送電線が混雑） A送電線の混雑想定
B送電線の混雑想定

（A送電線の出力制御を考慮）

320
250

120

200
150

想定潮流
運用容量

基幹ループ

G

G GG

G

G

ローカル（縮約時に系統制約未考慮）

基幹放射状

100

100

100G 100

100

A
送

電
線

B
送

電
線 320

250

120

200
150

G

G GG 100

A
送

電
線

B
送

電
線 270

250

120

150
150

G

G GG 100

A
送

電
線

B
送

電
線

混雑量
50

出力制御量：50

混雑量
20

G

G

ノンファーム再エネ

調整電源（火力など）

出力制御量：20



59（Step2）ループ系統の混雑想定

◼ ループ系統内で系統混雑が同時発生するような場合、系統混雑発生時の潮流方向に対して末端側の混雑設備か
ら混雑処理したうえで、その上流の混雑設備の混雑想定すれば、放射系統（Step1）と同様に、混雑量や出力制
御量の重複計上を防止することが可能。

◼ しかしながら、基幹ループ系統の潮流方向は変わり得ること、出力制御後の潮流想定には広域SIMによる算出が
必要であることから、算出期間を勘案し、あくまでも設備単位毎に出力制御率を算出したものを公表する。

◼ そのため、ループ系統における複数の混雑設備の出力制御対象となる発電事業者は、一般送配電事業者が公表
する系統混雑に関する中長期見通しの算出結果（参考資料1～7）を単純に加算すると過大な出力制御の見
通しとなってしまうことから、同一グループの最大値のみを参照するよう留意が必要。



60（Step3）ループ系統の出力制御量の算出

◼ 基幹ループ系統混雑に対して、再給電方式（一定の順序）に基づいて出力制御する場合、混雑解消コストが大
きくなる可能性があることから、例外的に、一般送配電事業者がS＋３Eを大前提に一定の順序以外の方法で一
般送配電事業者が出力制御することが認められている。

◼ これを踏まえ、今回の基幹ループ系統の混雑箇所の出力制御量の算出にあたっては、当該混雑箇所の“運用容量
制約なし “および”制約あり”の電源出力の差分を参考に一般送配電事業者にて出力制御量を算出した。

制約なし条件 制約あり条件

G
G G

100
300

0

調整電源
（混雑解消効果：0.33）

ノンファーム（再エネ）
（混雑解消効果：1.0）

2,100
2,000

2,000
2,000

E送電線 E送電線

想定潮流
運用容量

G

300

一定の順序に基けば、調整電源を300抑制することで混雑解
消できるが、再エネを100抑制した場合の方が経済的であれば、
広域SIMでは再エネが抑制される。



61（参考）基幹ループ系統における出力制御量の扱い

◼ 基幹系統で系統混雑が発生した場合には、再給電方式により予め定められた一定の順序に基づき出力制御がな
されるが、ループ系統の場合には、混雑解消コストが大きくなる可能性がある。

◼ そのため、第37回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2021年11月30日）で
は、上記の場合には、S+3Eを大前提に、一定の順序以外の方法で出力制御できることと整理された。

出所）第37回 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2021年11月30日）資料2より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/037_02_00.pdf#page=28

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/037_02_00.pdf#page=28

